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ま え が き

青森県財政事情の公表は､ 県民の皆様に県財政の状況を広く知っていただくために､ 毎年２回行っている

ものです｡

今回は､ 平成15年度決算並びに平成16年度上半期 (平成16年度９月補正まで) の予算及びその執行状況な

どについて､ そのあらましを御説明いたします｡

この公表を通じ､ 県民の皆様におかれましては､ 県の財政運営の実態を御理解いただき､ 県勢発展のため

に一層の御協力をお願いいたします｡

平 成 16 年 12 月

青 森 県 知 事 三 村 申 吾
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第１ 平成15年度決算について

一 一般会計決算

平成15年度の本県財政は､ 多額の県債残高を抱えながら､ 自主財源が少ないといった､ 財政構造のぜい

弱さが依然として続いており､ 加えて､ 県債管理基金などの基金の残高も減少を続けている中で､ 経済の

活性化を図るための施策や新青森県長期総合プランを着実に推進するための諸施策など､ 緊急かつ重要な

政策課題に係る施策を推進しつつ､ 併せて ｢青森県中期財政見通し｣ を踏まえ､ 中期的展望に立った財政

の健全性確保のための取組みを一層強めつつ､ 財源の重点的かつ効率的な活用に努め､ 健全財政の確保を

基本方針として財政運営に当たりました｡

その結果､ 平成15年度の一般会計歳入歳出決算額は､ 第１表のとおりで､ 歳入が8,167億9,001万３千円､

歳出が8,074億2,151万５千円､ 差引き93億6,849万８千円の黒字となりました｡ また､ この歳入歳出差引額

(形式収支) から翌年度へ繰り越すべき財源を控除した実質収支は､ 17億2,644万円の黒字となり､ この実

質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は､ １億6,173万６千円の黒字となりました｡

さらに､ 平成15年度における実質的黒字要因である財政調整基金への積立額1,786万７千円及び未償還

元金の繰上償還額44億2,857万５千円と実質的な赤字要因である財政調整基金の取崩額20億円を調整した

後の実質単年度収支は､ 26億817万８千円の黒字となりました｡
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(第１表)

一般会計歳入歳出決算規模の推移
(単位 円)

区分

年度
歳入決算額

Ａ
歳出決算額

Ｂ

歳入歳出差引額
Ａ－Ｂ

Ｃ

翌年度へ繰り
越すべき財源

Ｄ

実 質 収 支
Ｃ－Ｄ

Ｅ
単 年 度 収 支
(当該Ｅ－前年度Ｅ)

平成６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

807,245,934,961

800,765,491,870

820,447,608,801

848,565,497,276

916,217,847,329

948,360,053,538

966,689,274,805

939,705,711,806

903,728,702,975

816,790,012,871

801,326,127,653

793,301,726,627

812,918,023,934

842,138,258,109

903,987,034,036

937,998,478,336

952,684,405,414

928,412,263,899

895,271,737,459

807,421,514,515

5,919,807,308

7,463,765,243

7,529,584,867

6,427,239,167

12,230,813,293

10,361,575,202

14,004,869,391

11,293,447,907

8,456,965,516

9,368,498,356

4,153,790,198

6,205,168,098

6,126,339,343

4,939,528,014

10,500,755,336

8,349,644,635

12,343,353,986

9,743,890,468

6,892,261,647

7,642,057,933

1,766,017,110

1,258,597,145

1,403,245,524

1,487,711,153

1,730,057,957

2,011,930,567

1,661,515,405

1,549,557,439

1,564,703,869

1,726,440,423

183,612,056

△507,419,965

144,648,379

84,465,629

242,346,804

281,872,610

△350,415,162

△111,957,966

15,146,430

161,736,554
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○
歳

入

(第
２
表
)

平
成
15
年
度
一
般
会
計
歳
入
決
算
額

(単
位
円
)

区
分

予
算

現
額

調
定

額
収

入
済

額
収
入
未
済
額

予
算
現
額

に
対
す
る

収
入
済
額

の
比
率

調
定
額
に

対
す
る

収
入
済
額

の
比
率

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

１
県

税

２
地

方
消

費
税

清
算

金

３
地

方
譲

与
税

４
地

方
特

例
交

付
金

５
地

方
交

付
税

６
交
通
安
全
対
策
特
別
交
付
金

７
分

担
金

及
び

負
担

金

８
使

用
料

及
び

手
数

料

９
国

庫
支

出
金

10
財

産
収

入

11
寄

附
金

12
繰

入
金

13
繰

越
金

14
諸

収
入

15
県

債

合
計
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第１図

歳 入 決 算 の 構 成 内 訳

(注) 県が自ら徴収又は収納できるものが自主財源であり､ 国から定められた額を交付されたり､ 割り当

てられるのが依存財源です｡
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分担金及び負担金
102億41百万円
(1.3％)

使用料及び手数料
107億38百万円
(1.3％) 諸収入

886億41百万円
(10.9％)

地方消費税清算金
260億66百万円
(3.2％)

県税
1,166億68百万円
(14.3％)

繰入金
206億51百万円
(2.5％)

その他
102億68百万円
(1.2％)

自主財源
2,832億73百万円
(34.7％)

歳 入 合 計

8,167億90百万円

(100％)

県債
1,284億50百万円
(15.7％)

地方交付税
2,416億50百万円
(29.6％)

依存財源
5,335億17百万円
(65.3％)

国庫支出金
1,571億96百万円
(19.2％)

地方譲与税､ 地方特例
交付金及び交通安全
対策特別交付金
62億21百万円 (0.8％)
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○ 歳 出

(第３表)

平成15年度一般会計歳出決算額
(単位 円)

区 分
予 算 現 額 支 出 済 額

金 額 構成比 金 額 執行率 構成比

１ 議 会 費

２ 総 務 費

３ 民 生 費

４ 環 境 保 健 費

５ 労 働 費

６ 農 林 水 産 業 費

７ 商 工 費

８ 土 木 費

９ 警 察 費

10 教 育 費

11 災 害 復 旧 費

12 公 債 費

13 諸 支 出 金

14 予 備 費

合 計
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第２図

歳 出 決 算 の 構 成 内 訳
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議会費
13億99百万円
(0.2％)

諸支出金
283億49百万円
(3.5％)

総務費
389億
58百万円
(4.8％)

災害復旧費
60億８百万円
(0.7％)

環境保健費
254億90百万円
(3.2％)

民生費
637億26百
万円
(7.9％)

労働費
30億59百万円
(0.4％)

公債費
1,165億
28百万円
(14.4％)

歳 出 合 計

8,074億22百万円

(100％)

農林水産業費
1,158億24百万円
(14.3％)

教育費
1,682億22百万円
(20.8％)

商工費
746億57百万円
(9.3％)

土木費
1,316億80百万円
(16.3％)

警察費
335億22百万円
(4.2％)



二 特別会計決算

県が特定の事業を行う場合に､ 特定の歳入をもって特定の歳出に充て､ 一般会計の歳入歳出と区分して

その経理を明確にするために設けられているのが特別会計であり､ 平成15年度においては､ 14の特別会計

がありました｡

特別会計の平成15年度の歳入決算額は､ 1,525億1,622万２千円で､ 前年度の1,574億1,374万７千円と比較

して､ 48億9,752万４千円､ 3.1％の減となり､ 歳出決算額は､ 1,456億1,609万３千円で､ 前年度の1,507億

9,889万円と比較して､ 51億8,279万７千円､ 3.4％の減となりました｡
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区
分

予
算

現
額

調
定

額
収

入
済

額
収
入
未
済
額

予
算
現
額

に
対
す
る

収
入
済
額

の
比
率

調
定
額
に

対
す
る

収
入
済
額

の
比
率

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

１
公

債
費

特
別

会
計

２
肢
体
不
自
由
児
施
設
特
別
会
計

３
港
湾
整
備
事
業
特
別
会
計

４
証

紙
特

別
会

計

５
管

理
特

別
会

計

６
公
共
用
地
先
行
取
得
事
業
特
別
会
計

７
下

水
道

事
業

特
別

会
計

８
地
下
駐
車
場
事
業
特
別
会
計

９
鉄
道
施
設
事
業
特
別
会
計

10
母
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計

11
小
規
模
企
業
者
等
設
備
導
入
資
金
特
別
会
計

12
農
業
改
良
資
金
特
別
会
計

13
林
業
・
木
材
産
業
改
善
資
金
特
別
会
計

14
沿
岸
漁
業
改
善
資
金
特
別
会
計

合
計
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歳

入

(第
４
表
)

平
成
15
年
度
特
別
会
計
歳
入
決
算
額

(単
位
円
)
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○ 歳 出

(第５表)

平成15年度特別会計歳出決算額
(単位 円)

区 分
予 算 現 額 支 出 済 額

金 額 構成比 金 額 執行率 構成比

１ 公 債 費 特 別 会 計

２ 肢 体 不 自 由 児 施 設 特 別 会 計

３ 港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計

４ 証 紙 特 別 会 計

５ 管 理 特 別 会 計

６ 公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 特 別 会 計

７ 下 水 道 事 業 特 別 会 計

８ 地 下 駐 車 場 事 業 特 別 会 計

９ 鉄 道 施 設 事 業 特 別 会 計

10 母 子 寡 婦 福 祉 資 金 特 別 会 計

11 小規模企業者等設備導入資金特別会計

12 農 業 改 良 資 金 特 別 会 計

13 林業・木材産業改善資金特別会計

14 沿 岸 漁 業 改 善 資 金 特 別 会 計

合 計
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三 決算分析

本県の会計は､ 一般会計と特別会計とに分かれていますが､ 両会計の間には､ 相互に､ 財源の繰出し､

繰入れ等があることから､ 決算分析等では､ 県財政の全体を的確に把握することができるようにするため､

このような財源のやりとりを整理した上で合算し､ 普通会計として取りまとめることにしています｡

一般会計と普通会計の規模について歳出決算額で比較すると､ 第３図のとおりとなります｡

第３図

一般会計と普通会計の歳出決算額年次別比較

� 歳 入

普通会計歳入決算額を財源別に区分してみた年次別の推移は､ 第６表のとおりです｡
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�

(年度)
平成
６

一般会計8,013億2,612万円
■■■■■■■■8,080億1,263万円

普通会計

７
7,933億 172万円
■■■■■■■■7,855億5,606万円

８
8,129億1,802万円
■■■■■■■■8,158億4,971万円

９
8,421億3,826万円
■■■■■■■■8,423億8,485万円

10
9,039億8,703万円
■■■■■■■■8,948億5,497万円

11
9,379億9,848万円
■■■■■■■■9,264億2,947万円

12
9,526億8,441万円
■■■■■■■■9,443億7,692万円

13
9,284億1,226万円
■■■■■■■■9,196億2,271万円

14
8,952億7,174万円
■■■■■■■■8,885億 876万円

15
8,074億2,152万円
■■■■■■■■8,006億1,396万円

1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,000 10,000
(億円)
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区
分

平
成
11
年
度

平
成
12
年
度

平
成
13
年
度

平
成
14
年
度

平
成
15
年
度

決
算
額

構
成
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

１
県

税

２
地

方
譲

与
税

３
地
方
特
例
交
付
金

４
地

方
交

付
税

５
交
通
安
全
対
策
特
別
交
付
金

６
分
担
金
及
び
負
担
金

７
使

用
料

８
手

数
料

９
国

庫
支

出
金

10
財

産
収

入

11
寄

附
金

12
繰

入
金

13
繰

越
金

14
諸

収
入

15
県

債

合
計
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(第
６
表
)

普
通
会
計
歳
入
決
算
額
の
年
次
別
推
移

(単
位
百
万
円
)



歳入においては､ 個人県民税が4.2％の減､ 県民税利子割において郵便貯金利子が前年度を大きく下

回ったこと等により39.2％の減､ 法人二税において､ 金融業等が前年度を下回ったことにより0.5％の減

となりましたが､ 核燃料物質等取扱税が課税対象期間の平年度化に伴い88.7％の大幅増となったこと等

により､ 地方税全体では3.3％の増となりました｡

一方､ 地方交付税において､ 基準財政需要額の一部の臨時財政対策債への振り替えが前年度より増加

したこと等により8.1％の減､ 国庫支出金が土木費､ 農林水産業費を中心に7.8％の減､ 繰入金において､

むつ小川原工業用水道事業債の繰上償還のため14年度に実施した土地開発基金からの繰入が皆減したこ

と及び県債管理基金等からの繰入を抑制したこと等により48.6％の減､ 地方債が臨時財政対策債は増加

したものの､ 普通建設事業費の減等により16.7%の減となったことなどにより､ 歳入全体では9.6％の減

となりました｡

なお､ 歳入について､ 使途が特定されている特定財源と特定されていない一般財源とに区分する方法

及び県が自ら調達する自主財源と国から交付されたり､ 割り当てられる依存財源とに区分する方法によっ

て､ その構成割合の推移を見ると､ 第７表のとおりとなっています｡

� 歳 出

普通会計歳出決算額を性質別に区分してみた年次別の推移は､ 第８表のとおりです｡
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(第７表)

一般財源と特定財源､ 自主財源と依存財源の構成割合の推移
(単位 ％)

年 度 一 般 財 源 特 定 財 源 自 主 財 源 依 存 財 源

平 成 ６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

49.7

51.5

51.7

52.3

50.6

51.4

50.8

52.1

55.3

60.2

50.3

48.5

48.3

47.7

49.4

48.6

49.2

47.9

44.7

39.8

25.4

27.3

29.5

32.3

33.7

33.6

33.0

34.8

34.5

34.7

74.6

72.7

70.5

67.7

66.3

66.4

67.0

65.2

65.5

65.3
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区
分

平
成
11
年
度

平
成
12
年
度

平
成
13
年
度

平
成
14
年
度

平
成
15
年
度

決
算
額

構
成
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

１
人

件
費

２
物

件
費

３
扶

助
費

４
補

助
費

等

５
維

持
補

修
費

６
普
通
建
設
事
業
費

７
災
害
復
旧
事
業
費

８
失
業
対
策
事
業
費

９
公

債
費

10
積

立
金

11
出

資
金

12
貸

付
金

13
繰

出
金

合
計
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(第
８
表
)

普
通
会
計
歳
出
決
算
額
の
年
次
別
推
移

(単
位
百
万
円
)



歳出においては､ 災害復旧費が4.1％の増､ 公債費が繰上償還の増及び過去に発行した経済対策関係

の県債の償還の増等により6.7％の増となりましたが､ 人件費が職員給料月額の減等により1.2％の減､

普通建設事業費が22.8％の減 (補助事業費で土木費､ 農林水産業費の一般公共事業費を中心に21.8％､

単独事業費で県単公共事業費及び新青森県総合運動公園総合体育館､ 縄文時遊館等の県立施設建築費の

減等により25.4％のそれぞれ減)､ 貸付金が経営安定化緊急支援資金等の過年度分の融資残高の減等に

より13.1％の減､ 繰出金において､ むつ小川原工業用水道事業債に係る未償還元金の繰上償還のための

繰出が皆減したこと等により51.0％の減となったこと等により､ 歳出全体では前年度に比較して9.9％の

減となりました｡

なお､ 歳出決算額を義務的経費､ 投資的経費及びその他の経費の三つに分類してその構成比率を見ま

すと､ 第４図のとおりとなります｡

第４図

普通会計歳出決算額の性質別構成比率
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四 主な財政指標の状況

地方公共団体が社会経済や行政需要の変化に適切に対応していくためには､ 財政構造の弾力性が確保さ

れなければなりません｡

財政分析において財政構造の弾力性の度合いを判断する指標として､ 主な財政指標の項目の推移を示し

ました｡

平成14年度までの状況を見ると､ 経常収支比率､ 公債費負担比率､ 起債制限比率の指標の全国順位は､

近年､ 経常収支比率を除いて改善する傾向にあるものの､ これは､ 全国的な地方財政危機の進行が本県の

それを上回っていることによる相対的なものであり､ 各種の財政指標自体は､ 平成5年度以降､ 起債制限

比率を除き､ 悪化の度合いを強めてきていることから､ 今後とも､ 中長期的展望に立った､ 財政の健全化・

対応力の回復を図っていく必要があると考えています｡

○ 経常収支比率の状況
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経常収支比率
経常収支比率は､ 地方公共団体の財政構造の弾力性を計る指標であり､ 地方税､ 普通交付税を中心とする毎年度
経常的に収入される一般財源 (経常一般財源) が､ 人件費､ 扶助費､ 公債費などのように毎年度恒常的に支出され
る経費 (経常的支出) にどの程度充当されているかを示す割合です｡
本県の平成15年度決算における経常収支比率は､ 平成14年度より0.2ポイント減少し､ 90.6％となっています｡

本県

全国

( )は下から
の全国順位

平成６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15

100

95

90

85

80

75

70

65

60

経 常 収 支 比 率

(年度)

83.1
83.9 83.7

88.3

90.5

83.2(22)
84.7(18)

86.0(12)

88.5(20)

88.5(29) 86.6
87.7

87.2(24)

85.9(23)

92.4(9)

88.9

90.6
91.5

90.8(28)

(％)



○ 公債費負担比率の状況
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公債費負担比率
公債費負担比率は､ 地方公共団体の財政構造の弾力性を公債費による財政負担の観点から計る指標で､ 一般財総
額のうち､ 公債費にどの程度の一般財源が充当されているかを示す割合です｡
本県の平成15年度決算における公債費負担比率は､ 23.6％と前年度に比べ1.8ポイント増加しています｡

本県

全国

( )は下から
の全国順位

公 債 費 負 担 比 率

平成６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 (年度)
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24.0
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4.0
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16.5(7) 16.6(10)

111777...555(((111000))) 111777...222(((111777))) 111777...444(((222111)))

13.7

14.7

16.1

17.1

222111...111(((222000)))

18.5
18.7(21) 19.2

111999...333(((222333)))

222111...888(((222888)))

222000...333

222333...666

222111...777

(％)



○ 起債制限比率の状況
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起債制限比率
起債制限比率は､ 地方債の元利償還金に充当された一般財源のうち地方交付税で措置されるものを除いたものの
標準財政規模に対する割合を示すもので､ この指標が20％以上になれば地方債の発行が制限されます｡
本県の平成15年度決算における起債制限比率は11.7％と前年度に比べ0.1ポイント減少しています｡

本県

全国

( )は下から
の全国順位

平成６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15
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12.0
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(年度)
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13.7(4)
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12.2(19)
12.8(8)

10.0 10.3
111000...555 10.7

11.1
11.7

12.6

12.1(26)

12.2

12.2(30) 11.7

12.6

11.8(32)

(％)



○ 財政力指数の状況
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財政力指数
財政力指数は､ 地方公共団体の財政力を表す指標であり､ ｢１｣ に近く､ また ｢１｣ を超えるほど財源に余裕が

あることを示しています｡
本県の平成15年度決算における財政力指数は0.262と前年度を0.005上回っています｡
なお､ 平成14年度の全国の状況は下記のとおりとなっており､ 本県は ｢Ｅ｣ グループに位置しています｡

財政力指数の状況

財政力指数 所 属 団 体 団体数

Ｂ１ 0.700～1.000 愛知県､ 神奈川県､ 大阪府 3

Ｂ２ 0.500～0.700 静岡県､ 千葉県､ 埼玉県､ 福岡県､ 茨城県 5

Ｃ 0.400～0.500
京都府､ 兵庫県､ 群馬県､ 栃木県､ 宮城県､
三重県､ 広島県､ 滋賀県､ 岐阜県､ 長野県

10

Ｄ 0.300～0.400
岡山県､ 福島県､ 石川県､ 新潟県､ 香川県､
山口県､ 北海道､ 富山県､ 福井県､ 奈良県､
山梨県､ 愛媛県､ 熊本県

13

Ｅ 0.300未満
山形県､ 佐賀県､ 大分県､ 鹿児島県､ 徳島県､
岩手県､ 青森県､ 宮崎県､ 和歌山県､ 沖縄県､
秋田県､ 長崎県､ 鳥取県､ 島根県､ 高知県

15

計 46

� グループの編成は､ 平成12年度から14年度までの財政力指数による｡

� 東京都は含めていない｡

財政力指数 (小数点４位以下切捨て)
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全国

平成６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15

0.55

0.50

0.45

0.40

0.35

0.30

0.25

0.20

0.15

0.10

0.05

0.00
(年度)

�����
���������� ���������� ���������� ��������		

�����

��
�	
��
��

����

����
��
��

��
��
��
��

����

����

������

��

��
�


�����

��
�� ��
�


�����



第２ 平成16年度上半期の予算補正について

一 一般会計予算

平成16年度当初における予算総額は､ 7,685億円でしたが､ その後の予算補正事由に基づき､ ９月の

第239回定例会において予算補正を行ったことにより､ 上半期予算総額は7,691億9,328万４千円となり､

前年度上半期末予算総額と比較すると6.0％の減となっています｡

今期における予算補正の状況及び９月補正後の性質別歳出予算の状況は､ 第９表から第11表までのと

おりです｡
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(第11表)

性 質 別 歳 出 予 算 の 状 況
(単位 千円)

区 分

平成16年度上半期末 平成15年度上半期末 比 較

予 算 額
Ａ

構成比 予 算 額
Ｂ

構成比 Ａ － Ｂ
Ｃ

Ｃ
―
Ｂ

１ 人 件 費

２ 物 件 費

３ 維 持 補 修 費

４ 扶 助 費

５ 補 助 費 等

６ 普 通 建 設 事 業 費

� 補 助 事 業 費

� 単 独 事 業 費

� 国 直 轄 事 業 負 担 金

� 受 託 事 業 費

７ 災 害 復 旧 事 業 費

� 補 助 事 業 費

� 単 独 事 業 費

� 国 直 轄 事 業 負 担 金

８ 公 債 費

９ 積 立 金

10 出 資 金

11 貸 付 金

12 繰 出 金

13 予 備 費

合 計
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○ 補正予算の概要

第239回定例会 (平成16年９月)

公共事業及び国庫補助金等について､ 国からの割当見込額に基づき事業費の補正を行うとともに､

当初予算編成後の事態の推移等に対処し､ 市町村合併に伴い必要となる臨時的な事業の実施の支援に

要する経費､ ユビキタスネットワーク社会に向けた電子タグ等の新しい情報通信技術の利活用方策に

係る調査・検討等に要する経費､ 弘前エリアで医薬・化粧品､ 医療・健康分野等における新たな産業

創出を図るための都市エリア産学官連携促進事業に係る研究成果の普及啓発等に要する経費､ 青森シャ

モロックの生産から出荷までの一貫体制を構築するための食鳥処理施設の整備に対する助成に要する

経費等について､ それぞれ所要の予算措置を講じました｡

また､ 本年８月中旬から９月上旬にかけての台風第15号､ 第16号及び第18号による暴風等に係る災

害対策関連経費として､ 農作物被害に対処するため､ 落下りんごの加工適性の向上と腐敗防止を図る

ための冷蔵保管経費に対する助成に要する経費､ 落下りんごの果汁の品質を保持するための冷凍保管

経費に対する助成に要する経費､ 加工仕向けできない落下りんごの適正処理を促進するため､ 落下り

んごの堆肥化及び廃棄処分に要する経費に対する助成に要する経費及び暴風により被害を受けたりん

ご樹のふらん病感染を防止するための特別散布に要する経費に対する助成に要する経費を計上すると

ともに､ 被災農業者を対象に緊急就労対策として行う農業農村整備事業に要する経費について､ 所要

の予算措置を講じました｡

(計上の主なもの)
(単位 千円)

(総務部)

北東北三県地方債共同発行費 9,218

債務負担
行為設定
額
4,000,000
に約定利
子を加え
た額

本県と岩手県､ 秋田県の北東北三県が共同発行する

住民参加型ミニ市場公募債 (愛称：北東北みらい債)

の発行及び県民への広報に要する経費並びに ｢地方財

政法｣ に基づく債務負担行為の設定

(企画政策部)

市町村合併支援特別交付金 260,000 市町村合併を推進するため､ 合併に伴い必要となる

臨時的な事業の実施を支援するのに要する経費

ユビキタスあおもり推進調査

事業費

1,500 ユビキタスネットワーク社会に向けた電子タグ等の

新しい情報通信技術の利活用方策に係る調査・検討に

要する経費
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事 業 名 事 業 費 説 明



(環境生活部)

命を大切にする心を育む県民

運動推進事業費

2,673 次代を担う子どもたちが､ 命を大切にし､ 他人への

思いやりを持ち､ たくましく生きていけるよう､ 県民

一体となり､ 命を大切にする心を育む県民運動を推進

するのに要する経費 (ほかに既定予算対応分4,527)

(健康福祉部)

救急救命士病院実習受入促進

事業費補助

1,672 救急救命士が気管挿管を実施できる体制を整備する

ため､ 医療機関が実習を行うのに要する経費に対する

補助

児童手当特例給付負担金 340,153 児童手当の特例給付に要する経費に対する負担金

(商工労働部､ 農林水産部､

県土整備部)

緊急地域雇用創出対策事業費 100,954 緊急地域雇用創出特別基金を活用することにより､

緊急かつ臨時的な雇用・就業機会の創出を図るのに要

する経費

(商工労働部)

地域結集型共同研究事業費補

助

1,941 共同研究成果である ｢液晶の粘性係数の測定方法お

よび装置｣ の国際特許出願に要する経費に対する補助

都市エリア産学官連携支援事

業費

1,200 弘前エリアで医薬・化粧品､ 医療・健康分野等にお

ける新たな産業創出を目指して行われる都市エリア産

学官連携促進事業に係る研究成果の普及啓発等に要す

る経費

電源立地地域対策費補助 561,282 電源地域の振興に資するため､ 発電用施設等の周辺

市町村が行う公共施設の整備等に要する経費に対する

補助

(農林水産部)

青森シャモロックブランド化

支援施設整備費

164,739 青森シャモロックに対する大手量販店等からのニー

ズに対応するため､ 食鳥処理施設を整備し､ 生産から

出荷までの一貫体制を構築するのに要する経費
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事 業 名 事 業 費 説 明



(県土整備部)

落石監視システム整備事業費 90,000 道路管理の高度化を図るため､ 電源開発㈱と共同で

落石監視システムを構築するのに要する経費

青森空港周辺地域環境対策事

業費

30,000 青森空港周辺の調整池及び孫内川流域の環境対策に

要する経費

本年８月中旬から９月上旬に

かけての台風第15号､ 第16号

及び第18号による暴風等に係

る災害対策関連経費

461,922

債務負担
行為設定
額
5,946

災害対策関連経費総額 467,868

� 歳出予算総額 461,922
内訳 �

� 債務負担行為設定額 5,946

(１ 農作物災害対策費) 118,209 総額 124,155 (うち債務負担行為設定額 5,946)

(農林水産部)

加工原料特別緊急保管事業費

補助

54,844 落下したりんごの加工適性の向上と腐敗防止を図る

ため､ 一定期間冷蔵保管するのに要する経費に対する

補助

加工製品特別緊急保管事業費

補助

11,527

債務負担
行為設定
額
5,946

落下したりんごの加工品を再加工するまでの一定期

間冷凍保管するのに要する経費に対する補助

落下りんご特別緊急処理対策

事業費補助

8,128 落下したりんごの堆肥化及び廃棄処分に要する経費

に対する補助

りんご病害特別緊急防除対策

事業費補助

43,710 暴風により被害を受けたりんご樹のふらん病感染の

防止のための特別散布に要する経費に対する補助

(２ 就労対策費) 343,713

(農林水産部)

一般公共事業費 336,750 緊急農地集積ほ場整備事業費ほか

(農林水産部)

国庫補助事業費 6,963 基盤整備促進事業費
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事 業 名 事 業 費 説 明

区 分 事 業 費 説 明



(３ 中小企業対策費)

(商工労働部)

青森県特別保証融資制度貸付

金

台風第15号､ 第16号及び第18号による農作物等災害の影響が懸念さ

れている中小企業者の経営の安定を図るため､ 県単特別保証融資制度

(セーフティネット資金) の保証融資枠内に ｢台風災害枠｣ を創設し､

長期低利の資金を融通

― ―28

既決予算対応

区 分 説 明



二 特別会計予算

平成16年度当初における予算総額は､ 1,514億8,953万２千円でしたが､ その後の予算補正事由に基づ

き､ ９月の第239回定例会において予算補正を行ったことにより､ 上半期予算総額は1,516億6,578万４千

円となり､ 前年度上半期末予算総額と比べると3.6％の増となっています｡

今期における予算補正の状況は､ 第12表のとおりです｡
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区
分

平
成
16
年
度

当
初
予
算
額

今
期
補
正

平
成
16
年
度
上
半
期
末

平
成
15
年
度
上
半
期
末

比
較

第
２
３
９
回

定
例
会

予
算

額 Ａ

構
成
比

予
算

額 Ｂ

構
成
比

Ａ
－

Ｂ Ｃ

Ｃ ― Ｂ

１
公

債
費

特
別

会
計

２
肢
体
不
自
由
児
施
設
特
別
会
計

３
港
湾
整
備
事
業
特
別
会
計

４
証

紙
特

別
会

計

５
管

理
特

別
会

計

６
公
共
用
地
先
行
取
得
事
業
特
別
会
計

７
下
水
道
事
業
特
別
会
計

８
地
下
駐
車
場
事
業
特
別
会
計

９
鉄
道
施
設
事
業
特
別
会
計

10
母
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計

11
小
規
模
企
業
者
等
設
備

導
入
資
金
特
別
会
計

12
農
業
改
良
資
金
特
別
会
計

13
林

業
・

木
材

産
業

改
善
資
金
特
別
会
計

14
沿
岸
漁
業
改
善
資
金
特
別
会
計

合
計
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(第
12
表
)

特
別

会
計

予
算

の
補

正
状

況
(単
位
千
円
)



第３ 県債及び一時借入金の現在高の状況について

一 県 債

学校､ 公営住宅等の建設､ 河川､ 港湾､ 漁港等の整備､ 災害復旧等のように一時的に多額の資金を必要

とする事業を行う場合には､ これらの施設等を利用する将来の県民との間で負担の公平化を図り､ 財源を

確保するため､ 県債を充てることが認められています｡

平成16年度上半期における県債の発行額は964億9,802万２千円で､ 平成16年９月30日における県債の現

在高は､ １兆2,833億7,718万６千円となっており､ 前年度の９月30日の現在高と比較すると､ 365億1,226

万２千円､ 2.9％の増となっています｡

第５図

県 債 の 目 的 別 構 成 内 訳

(平成16年９月30日現在)
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港湾整備
232億11百万円
(1.8％)

その他
(2.2％)小規模企業者等

設備導入資金
153億83百万円
(1.2％)

特別会計
661億98百万円
(5.2％)

その他
(9.7％)

総 額

１兆2,833億77百万円

(100％)

一般会計
１兆2,171億79百万円

(94.8％)

災害復旧債
112億43百万円
(0.9％)

普通債
１兆805億84百万円

(84.2％)



二 一 時 借 入 金

一時借入金は､ 歳出予算に計上された経費の支出に当たって､ 歳計現金が不足する場合に､ あらかじめ

議会の議決を得た最高限度額の範囲内で一時的に借り入れる金銭です｡ 平成16年度の上半期における借入

状況は､ 次のとおりとなっています｡

― ―32

(第13表)

一 時 借 入 金 の 状 況
(単位 千円)

月 別 借 入 額 返 済 額 月 末 残 高

４ 月

５ 月

６ 月

７ 月

８ 月

９ 月

1,864,127,913

3,161,286,914

472,707,579

0

207,015,967

911,420,947

1,826,775,443

3,226,580,338

499,614,669

0

187,049,002

916,749,844

92,200,514

26,907,090

0

0

19,966,965

14,638,068

(注) 毎月の借入額及び返済額は､ それぞれ毎日の借入額及び返済額の累計額です｡



第４ 収入及び支出の状況について

平成16年度上半期における一般会計及び特別会計の月別の収支状況は､ 第14表から第17表までのとおりで

す｡
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区
分

予
算
現
額
Ａ

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

計
Ｂ

Ａ
－
Ｂ

１
県

税

２
地

方
消

費
税

清
算

金

３
地

方
譲

与
税

４
地

方
特

例
交

付
金

５
地

方
交

付
税

６
交
通
安
全
対
策
特
別
交
付
金

７
分

担
金

及
び

負
担

金

８
使

用
料

及
び

手
数

料

９
国

庫
支

出
金

10
財

産
収

入

11
寄

附
金

12
繰

入
金

13
繰

越
金

14
諸

収
入

15
県

債

計
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一
般

会
計

収
入

状
況

(単
位
千
円
)
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区
分

予
算
現
額
Ａ

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

計
Ｂ

Ａ
－
Ｂ

１
議

会
費

２
総

務
費

３
民

生
費

４
環

境
保

健
費

５
労

働
費

６
農

林
水

産
業

費

７
商

工
費

８
土

木
費

９
警

察
費

10
教

育
費

11
災

害
復

旧
費

12
公

債
費

13
諸

支
出

金

14
予

備
費

計
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一
般

会
計

支
出

状
況

(単
位
千
円
)
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区
分

予
算
現
額
Ａ

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

計
Ｂ

Ａ
－
Ｂ

１
公

債
費

特
別

会
計

２
肢
体
不
自
由
児
施
設
特
別
会
計

３
港
湾
整
備
事
業
特
別
会
計

４
証

紙
特

別
会

計

５
管

理
特

別
会

計

６
公
共
用
地
先
行
取
得
事
業
特
別
会
計

７
下
水
道
事
業
特
別
会
計

８
地
下
駐
車
場
事
業
特
別
会
計

９
鉄
道
施
設
事
業
特
別
会
計

10
母
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計

11
小
規
模
企
業
者
等
設
備

導
入

資
金

特
別

会
計

12
農
業
改
良
資
金
特
別
会
計

13
林

業
・

木
材

産
業

改
善

資
金

特
別

会
計

14
沿
岸
漁
業
改
善
資
金
特
別
会
計

計
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特
別

会
計

収
入

状
況

(単
位
千
円
)
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区
分

予
算
現
額
Ａ

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

計
Ｂ

Ａ
－
Ｂ

１
公

債
費

特
別

会
計

２
肢
体
不
自
由
児
施
設
特
別
会
計

３
港
湾
整
備
事
業
特
別
会
計

４
証

紙
特

別
会

計

５
管

理
特

別
会

計

６
公
共
用
地
先
行
取
得
事
業
特
別
会
計

７
下
水
道
事
業
特
別
会
計

８
地
下
駐
車
場
事
業
特
別
会
計

９
鉄
道
施
設
事
業
特
別
会
計

10
母
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計

11
小
規
模
企
業
者
等
設
備

導
入

資
金

特
別

会
計

12
農
業
改
良
資
金
特
別
会
計

13
林

業
・

木
材

産
業

改
善

資
金

特
別

会
計

14
沿
岸
漁
業
改
善
資
金
特
別
会
計

計
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特
別

会
計

支
出

状
況

(単
位
千
円
)



第５ 県有財産の現在高の状況について

平成16年３月末日における県有財産の状況は､ 次のとおりです｡
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(第18表)

県 有 財 産 の 現 在 高
(平成16年３月31日現在)

区 分 単 位 行 政 財 産 普 通 財 産 計

土 地

建 物

山 林 (立木の蓄積量)

山 林

船 舶

浮 標

航 空 機

物 権 (地 上 権)

有 価 証 券

出 資 に よ る 権 利

不 動 産 信 託 の 受 益 権

㎡

㎡

�

㎡

隻 (総ｔ)

基

機

㎡

円

円

件
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第６ 公営企業の業務状況について

県が独立採算制を原則とする企業的色彩の強い事業を実施する場合は､ 法令により企業会計を設けて経理

しています｡

現在､ 県には病院事業､ 電気事業､ 工業用水道事業､ 観光施設事業及び駐車場事業の５企業会計がありま

す｡

企業会計には､ 公共の福祉の増進を目的とするとともに企業の経済性を発揮することが要請されており､

その経理の方式も､ 事業活動によって生ずる料金等の収益や人件費､ 物件費その他の諸経費等については

｢収益的収支｣ として､ 施設､ 設備等の整備に関する収支については ｢資本的収支｣ として区分経理し､ ま

た､ すべての収益及び費用をその発生の事実に基づいて経理する発生主義を採用する等の点で､ 一般会計や

特別会計と異なっています｡

なお､ 各企業会計の ｢平成15年度決算の状況｣ において記述している損益計算上の収入及び支出の金額と､

付表 ｢収益的収入及び支出｣ 中の決算額の金額が一致していないのは､ 消費税及び地方消費税によるもので

す｡
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一 青森県病院事業会計

１ 平成15年度決算の状況

当年度の診療実績による延べ患者数は､ 中央病院では入院234,773人､ 外来337,929人で合計572,702人

であり､ つくしが丘病院では入院108,018人､ 外来20,214人で合計128,232人でありました｡

この結果､ 入院における病床利用率は､ 中央病院では87.9％､ つくしが丘病院では84.3％となり､ 外

来の１日平均患者数は､ 中央病院では1,374人､ つくしが丘病院では82人でありました｡

また､ 平均在院日数は､ 中央病院では一般病床19.4日､ 結核病床61.3日､ つくしが丘病院では288.0日

となり､ 病床回転率は､ 中央病院では一般病床18.86回転､ 結核病床5.97回転､ つくしが丘病院では1.27

回転となりました｡

これを前年度と比較しますと､ 延べ患者数は､ 入院では､ 中央病院が2,624人 (1.1％) の増加､ つく

しが丘病院が4,289人 (3.8％) の減少､ 外来では､ 中央病院が2,163人 (0.6％) の減少､ つくしが丘病院

が229人 (1.1％) の増加となり､ 病床利用率は､ 中央病院が0.8ポイントの増加､ つくしが丘病院が3.6

ポイントの減少となり､ 外来の１日平均患者数は､ 中央病院が14人 (1.0％) の減少､ つくしが丘病院

は増減がなく､ また､ 平均在院日数は､ 中央病院では､ 一般病床が0.4日の減少､ 結核病床は増減がな

く､ つくしが丘病院では､ 6.8日の減少となり､ 病床回転率は､ 中央病院では一般病床が0.43ポイントの

増加､ 結核病床が0.02ポイントの増加､ つくしが丘病院では0.03ポイントの増加となりました｡

一方､ 経営収支の状況をみますと､ 中央病院においては､ 事業収益15,209,560千円､ 事業費用16,598,4

88千円となり､ 差引1,388,928千円の単年度純損失を生じ､ また､ つくしが丘病院においては､ 事業収益

2,148,842千円､ 事業費用2,375,317千円となり､ 差引226,475千円の単年度純損失を生じ､ その結果､ 病

院事業会計としては､ 1,615,403千円の単年度純損失を生じ､ 前年度と比較しますと､ 270,307千円の減

少となりました｡

次に､ 建設改良の状況についてみますと､ 中央病院では､ 院舎工事及び医療器械等の整備充実を図る

ため､ 1,531,478千円の事業を行い､ つくしが丘病院では､ 院舎工事及び医療器械等の整備充実を図るた

め15,440千円の事業を行いました｡

これらの財源としては､ 企業債及び負担金等を充当しました｡
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区
分

中
央

病
院

つ
く

し
が

丘
病

院

備
考

延
べ

患
者
数
(人
)

１
日
平
均

患
者
数
(人
)
病
床
数
(床
)

病
床

利
用
率
(％
)

平
均

在
院
日
数
(日
)

病
床

回
転
率

(回
転
)

延
べ

患
者
数
(人
)

１
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平
均

患
者
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(人
)
病
床
数
(床
)

病
床

利
用
率
(％
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平
均

在
院
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病
床

回
転
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転
)
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区
分

予
算

額

決
算

額
予
算
額
に
比
べ

決
算
額
の
増
減

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

地
方
公
営
企
業
法
第

24
条
第
３
項
の
規
定

に
よ
る
支
出
額
に
係

る
財
源
充
当
額

合
計

第
１
款
中

央
病

院
事

業
収

益

第
１
項
医

業
収

益

第
２
項
医

業
外

収
益

第
２
款
つ
く
し
が
丘
病
院
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医

業
収

益

第
２
項
医

業
外

収
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区
分

予
算

額

決
算
額

地
方
公
営

企
業
法
第
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条
第
２

項
の
規
定

に
よ
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繰
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額

不
用
額

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

予
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支
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額
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増
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方
公
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企
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法
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24
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定
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額

小
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地
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企
業
法
第
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事
業
費
用

第
１
項
医
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２
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業
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用
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区
分

予
算

額

決
算

額

予
算
額
に
比

べ
決
算
額
の

増
減

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

小
計

地
方
公
営
企
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26
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繰
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源
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額
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続
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院
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担
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区
分

予
算

額

決
算
額

翌
年
度
繰
越
額

不
用
額

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

流
用
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額

小
計

地
方
公
営

企
業
法
第
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定
に
よ
る

繰
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額
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続
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額

合
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公
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企
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的
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建
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支
出

(単
位
円
)



２ 平成16年度上半期の概要

� 事業の概要

今期における診療実績は､ 第22表のとおり､ 延べ患者数は､ 中央病院においては入院112,521人､

外来167,874人となり､ つくしが丘病院においては入院51,238人､ 外来9,861人となりました｡

その結果､ 入院における病床利用率は､ 中央病院では84.2％､ つくしが丘病院では80.0％となり､

外来の１日平均患者数は､ 中央病院では1,354人､ つくしが丘病院では80人となりました｡
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区
分

中
央

病
院
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病

院
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表
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� 経 理 の 状 況

(第23表)

予 算 収 支 表

(平成16年度上半期分)
(単位 千円)

区 分
予 算 額

収入支出額
Ｂ

未 執 行 額
Ａ－Ｂ当 初 補 正 計 Ａ

(収益的収入)

第１款 中 央 病 院 事 業 収 益

第１項 医 業 収 益

第２項 医 業 外 収 益

第３項 特 別 利 益

第２款 つくしが丘病院事業収益

第１項 医 業 収 益

第２項 医 業 外 収 益

第３項 特 別 利 益

(収益的支出)

第１款 中 央 病 院 事 業 費 用

第１項 医 業 費 用

第２項 医 業 外 費 用

第３項 予 備 費

第２款 つくしが丘病院事業費用

第１項 医 業 費 用

第２項 医 業 外 費 用

第３項 予 備 費

(資本的収入)

第１款 中 央 病 院 資 本 的 収 入

第１項 負 担 金

第２項 企 業 債

第３項 補 助 金

第２款 つくしが丘病院資本的収入

第１項 負 担 金

第２項 企 業 債

(資本的支出)

第１款 中 央 病 院 資 本 的 支 出

第１項 建 設 改 良 費

第２項 償 還 金

第２款 つくしが丘病院資本的支出

第１項 建 設 改 良 費

第２項 償 還 金

15,612,346

13,855,163

1,757,183

0

2,129,393

1,549,899

579,494

0

16,276,905

15,811,249

462,656

3,000

2,250,864

2,218,956

30,908

1,000

3,557,120

1,528,926

2,018,000

10,194

169,071

143,071

26,000

3,557,120

2,139,793

1,417,327

169,071

30,702

138,369

10,507

10,507

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

10,500

500
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0

0

0

0

10,500
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0

0

0

0

15,622,853

13,865,670

1,757,183

0

2,129,393

1,549,899

579,494

0

0

16,276,905

15,811,249

462,656

3,000

2,250,864

2,218,956

30,908

1,000

0

3,567,620

1,529,426

2,028,000

10,194

169,071

143,071

26,000

0

3,567,620

2,150,293

1,417,327

169,071

30,702

138,369

7,321,506

6,768,173

553,333

0

977,375

651,441

325,934

0

7,975,972

7,706,361

269,611

0

991,932

975,958

15,974

0

762,497

762,497

0

0

68,280

68,280

0

1,008,002

304,597

703,405

68,280

0

68,280

8,301,347

7,097,497

1,203,850

0

1,152,018

898,458

253,560

0

8,300,933

8,104,888

193,045

3,000

1,258,932

1,242,998

14,934

1,000

2,805,123

766,929

2,028,000

10,194

100,791

74,791

26,000

2,559,618

1,845,696

713,922

100,791

30,702

70,089

(注) 減価償却費は､ 年間所要額の２分の１を計上しました｡
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青森県病院事業上半期損益計算書

(平成16年４月１日から同年９月30日まで)

上半期損益

収 入 8,298,881千円

支 出 8,967,904千円

当 期 純 損 失 669,023千円

前 期 繰 越 欠 損 金 5,506,626千円

当 期 未 処 理 欠 損 金 6,175,649千円

医業収益
7,419,614千円

医業費用
8,682,319千円

収入
8,298,881

千円

支出
8,967,904

千円

医業外費用
285,585千円

医業外収益
879,267千円

当年度純損失
669,023千円
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青森県病院事業貸借対照表

(平成16年９月30日現在)

前期末残高 期 中 増 減 当期末残高

資 産 27,539,778千円 △1,234,427千円 26,305,351千円

負 債 10,390,228千円 △624,497千円 9,765,731千円

資 本 17,149,550千円 △609,930千円 16,539,620千円

固定負債
7,600,000

千円
流動負債
2,165,731千円

負債
9,765,731

千円

固定資産
19,380,969千円

資産
26,305,351

千円 資本
16,539,620

千円

資本金
15,625,841千円

流動資産
6,512,258千円繰延勘定 412,124千円

剰余金 913,779千円
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借
入

先
病

院
名

発
行
総
額

償
還

高
未
償
還
残
高

前
年
度
末
償
還
高

当
年
度
償
還
高

償
還
高
累
計

財
政

融
資

資
金

中
央

病
院

��
��
��
��
��
��
��

��
��
��
	�

�
��
	

��
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つ
く
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丘
病
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う
ち
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資
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中
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病
院
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病
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中
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保
険
積
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中
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院
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融
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病
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合
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(第
24
表
)

企
業

債
明

細
書

(平
成
16
年
９
月
30
日
現
在
)

(単
位
円
)



二 青森県電気事業会計

１ 平成15年度決算の状況

平成15年度は､ 年間目標電力量を42,083,188キロワットアワーと計上しましたが､ 供給実績は44,417,1

54キロワットアワーとなり､ 目標電力量を5.5％上回る結果となりました｡ これに伴い､ 電力料金収入

も３億9,687万９千円となり､ 予算目標電力料金収入３億9,290万９千円に対し､ 1.0％の増となりました｡

一方､ 経営収支の状況においては､ 事業収益３億7,965万１千円に対し､ 事業費用３億3,641万３千円

となり､ 差引き4,323万７千円の純利益を生じました｡
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区
分

月
別

契
約
電
力
量 Ａ

予
算
計
上
収
入

見
込
電
力
量 Ｂ

供
給
電
力
量 Ｃ

対
比

契
約
電
力
料
金 Ｄ

予
算
計
上

電
力
料
金 Ｅ

実
績
収
入
料
金 Ｆ

対
比

Ｃ
／
Ａ

Ｃ
／
Ｂ

Ｆ
／
Ｄ

Ｆ
／
Ｅ

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

10
月

11
月

12
月

１
月

２
月

３
月

計
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(第
25
表
)

業
務

実
績

区
分

月
別

契
約
電
力
量 Ａ

予
算
計
上
収
入

見
込
電
力
量 Ｂ

供
給
電
力
量 Ｃ

対
比

契
約
電
力
料
金 Ｄ

予
算
計
上

電
力
料
金 Ｅ

実
績
収
入
料
金 Ｆ

対
比

Ｃ
／
Ａ

Ｃ
／
Ｂ

Ｆ
／
Ｄ

Ｆ
／
Ｅ

計
�
�

� 

�
�

�

��
��
��

�
�

�

��
�

��

� 

�

��
��

�
� 

�
�

�
��
��

��
�

�
�
�	
��
��
��

��
	�
		
�

� 

�

��
��

目
屋
ダ
ム
管
理
事
務
所
供
給
分
に
つ
い
て
は
下
表
の
と
お
り
で
す
｡

(注
)
(
)
内
の
数
値
は
､
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
抜
き
の
金
額
で
す
｡



― ―54

区
分

予
算

額

決
算

額
予
算
額
に
比
べ

決
算
額
の
増
減

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

地
方
公
営
企
業
法
第

24
条
第
３
項
の
規
定

に
よ
る
支
出
額
に
係

る
財
源
充
当
額

合
計

第
１
款
電

気
事

業
収

益

第
１
項
営

業
収

益

第
２
項
財

務
収

益

第
３
項
営

業
外

収
益
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(第
26
表
)

収
益

的
収

入
及

び
支

出
収

入
(単
位
円
)

支
出

(単
位
円
)

区
分

予
算

額

決
算
額

地
方
公
営

企
業
法
第

26
条
第
２

項
の
規
定

に
よ
る

繰
越
額

不
用
額

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

予
備
費

支
出
額

流
用

増
減
額

地
方
公
営

企
業
法
第

24
条
第
３

項
の
規
定

に
よ
る

支
出
額

小
計

地
方
公
営

企
業
法
第

26
条
第
２

項
の
規
定

に
よ
る

繰
越
額

合
計

第
１
款
電

気
事

業
費

用

第
１
項
営

業
費

用

第
２
項
財

務
費

用
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３
項
営

業
外

費
用

第
４
項
予

備
費
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区
分

予
算

額

決
算

額

予
算
額
に
比

べ
決
算
額
の

増
減

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

小
計

地
方
公
営
企
業

法
第
26
条
の
規

定
に
よ
る
繰
越

額
に
係
る
財
源

充
当
額

継
続
費
逓
次
繰

越
額
に
係
る
財

源
充
当
額

合
計

第
１
款
資

本
的

収
入

第
１
項
企

業
債

第
２
項
他

会
計

へ
の

長
期
貸
付
金
返
還
金
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��
��
��
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(第
27
表
)

資
本

的
収

入
及

び
支

出

収
入

(単
位
円
)

区
分

予
算

額

決
算
額

翌
年
度
繰
越
額

不
用
額

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

流
用

増
減
額

小
計

地
方
公
営

企
業
法
第

26
条
の
規

定
に
よ
る

繰
越
額

継
続
費

逓
次

繰
越
額

合
計

地
方
公
営

企
業
法
第

26
条
の
規

定
に
よ
る

繰
越
額

継
続
費

逓
次

繰
越
額
合
計

第
１
款
資

本
的

支
出

第
１
項
建
設
改
良
費

第
２
項
企
業
債
償
還
金
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支
出

(単
位
円
)

(注
)
資
本
的
収
入
額
が
資
本
的
支
出
額
に
不
足
す
る
額
16
2,
82
6,
81
0円
は
､
減
債
積
立
金
16
,5
99
,7
00
円
､
建
設
改
良
積
立
金
33
,5
81
,4
00
円
､
中
小
水
力
発
電
開
発
改
良
積
立
金
73
,6
48
,1
00
円
､
損
益
勘

定
留
保
資
金
32
,1
37
,1
55
円
並
び
に
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
資
本
的
収
支
調
整
額
6,
86
0,
45
5円
で
補
て
ん
し
ま
し
た
｡



２ 平成16年度上半期の概要

� 事業の概要

今期における発電実績は､ 契約電力量27,471,000キロワットアワーに対し､ 供給電力量は30,147,200

キロワットアワーとなり､ 2,676,200キロワットアワーの増となりました｡ これに伴い､ 電力料金収入

も２億1,171万１千円となり､ 契約電力料金収入２億713万１千円に対し､ 2.2％の増となりました｡
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区
分

月
別

契
約
電
力
量 Ａ

予
算
計
上
収
入

見
込
電
力
量 Ｂ

供
給
電
力
量 Ｃ

対
比

契
約
電
力
料
金 Ｄ

予
算
計
上

電
力
料
金 Ｅ

実
績
収
入
料
金 Ｆ

対
比

Ｃ
／
Ａ

Ｃ
／
Ｂ

Ｆ
／
Ｄ

Ｆ
／
Ｅ

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月
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(第
28
表
)

岩
木
川
第
一
発
電
所
発
電
実
績

(平
成
16
年
度
上
半
期
分
)
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� � � � � �

���	
�

�  � � 


������������

��� ���

区 分
予 算 額 収 入 額支 出 未 執 行 額

当初予算額 補正予算額 計

(収益的収入)

第１款 電 気 事 業 収 益

第１項 営 業 収 益

第２項 財 務 収 益

第３項 営 業 外 収 益

(収益的支出)

第１款 電 気 事 業 費 用

第１項 営 業 費 用

第２項 財 務 費 用

第３項 営 業 外 費 用

第４項 予 備 費

(資本的収入)

第１款 資 本 的 収 入

第１項 企 業 債

第２項 他 会 計 へ の
長 期 貸 付 金 返 還 金

(資本的支出)

第１款 資 本 的 支 出

第１項 建 設 改 良 費

第２項 企 業 債 償 還 金

��� !	�

��� "��

�!�

�

""" #�$

"�" ���

# �$�

	 ���

# ���

�� ���

�

�� ���
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�

�

�

�

�

�

�

�
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�

�

�
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��� "��
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""" #�$

"�" ���

# �$�

	 ���

# ���

�� ���

�

�� ���

��$ ���

�"� !$�

�� $��

�!# 	$#

�!# #��

���

	

�"� ���

��$ ��$

� $�"

�

�

�� ���

�

�� ���

#$ #�$

#� ���

$ "$�

��# $��

��# !��
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��� "��

�$# �#�

� ��	
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# ���
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	� �	�
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$ �"$

(注) 減価償却費は､ 年間所要額の２分の１を計上しました｡
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収
入

支
出

財務収益 0.2％

営業収益 99.8％

■■■■■■■■営業費用 73.0％

当期純利益 25.4％
財務費用 1.6％

� �

���� ����	 
��� ����	

� � �

��
�
���	

���������� � � ����	 ���
����	


�� ���	

青森県電気事業会計上半期損益計算書

(平成16年４月１日から同年９月30日まで)

� � � �

� � � � ��� ���

! " � � � ���

� � # � � �

$ % & ' ( �� )��

* �)� +�)

,-. /01

2 3 � �

� � 2 ( �)� ���

! " 2 ( ���

� � # 2 ( ��

* �)� +�)

青森県電気事業会計貸借対照表

(平年16年９月30日現在)

� � � �

� � � � � ��� �)+


 � � � �)� ���

� � 4 * � ��+ �+�

,-. /01

 � � �

� �  � ��� ���


 �  � � �)�

 � 4 * ��� ���

� � � �

� � � � +)� �+�

� � � ��� ���

� � 4 * � �++ ��+

���4* � ��+ �+�
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(第30表)

企 業 債 明 細 書

(平成16年９月30日現在)
(単位 円)

種 類 発 行 総 額

償 還 高

未償還残高前 年 度 末
償 還 高 当期償還高 償還高累計

借
入
資
本
金

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

�����������

�����������

�����	����

����	
����	

�������	�


�����	��

�������
��

���������



��������	��

���������	


合 計 ����������� ����������� ������	�� ����	����
� �����	�����



三 青森県工業用水道事業会計

１ 平成15年度決算の状況

工業用水道事業は､ 八戸工業用水道事業及び六ケ所工業用水道事業を実施しております｡

八戸工業用水道事業では､ 平成15年度は年間給水予定量121,620,920立方メートルと計上しましたが､

供給実績も121,620,920立方メートルとなり､ 給水予定量と同量となりました｡ これに伴い､ 給水料金収

入も予算計上給水料金と同額となり､ 給水料金収入及び予算計上給水料金収入共に９億7,308万９千円

となりました｡

一方､ 経営収支の状況においては､ 事業収益９億5,624万９千円に対し､ 事業費用８億229万１千円と

なり､ 差引き１億5,395万８千円の純利益を生じました｡

六ケ所工業用水道事業では､ 平成15年度は年間給水予定量724,680立方メートルと計上しましたが､

供給実績も724,680立方メートルとなり､ 給水予定量と同量となりました｡ これに伴い､ 給水料金収入

も予算計上給水料金と同額となり､ 給水料金収入及び予算計上給水料金収入共に3,424万１千円となり

ました｡

一方､ 経営収支の状況においては､ 事業収益3,264万５千円に対し､ 事業費用4,166万４千円となり､

差引き901万９千円の純損失を生じました｡
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(第
31
表
)

業
務

実
績

(注
)
(
)
内
の
数
値
は
､
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
抜
き
の
金
額
で
す
｡

区
分

月
別

事
業

所
数

基
本
使
用
水
量
Ａ

特
定
使
用
水
量
Ｂ

超
過
使
用
水
量
Ｃ

減
免
使
用
水
量
Ｄ

料
金
対
象

使
用
水
量

Ａ
＋
Ｂ
＋
Ｃ
－
Ｄ

給
水
料
金

備
考

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

10
月

11
月

12
月

１
月

２
月

３
月
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変
電
所
定
期
点
検
修
繕
工
事
に
伴
う
給
水
停
止

八
戸
工
業
用
水
道

六
ケ
所
工
業
用
水
道

区
分

月
別

事
業

所
数

基
本
使
用
水
量
Ａ

特
定
使
用
水
量
Ｂ

超
過
使
用
水
量
Ｃ

減
免
使
用
水
量
Ｄ

料
金
対
象

使
用
水
量

Ａ
＋
Ｂ
＋
Ｃ
－
Ｄ

給
水
料
金

備
考

４
月

５
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６
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区
分

予
算

額

決
算

額
予
算
額
に
比
べ

決
算
額
の
増
減

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

地
方
公
営
企
業
法
第

24
条
第
３
項
の
規
定

に
よ
る
支
出
額
に
係

る
財
源
充
当
額

合
計

第
１
款
八
戸
工
業
用
水
道
事
業
収
益

第
１
項
営

業
収

益

第
２
項
営

業
外

収
益

第
３
項
特

別
利

益

第
２
款
六
ケ
所
工
業
用
水
道
事
業
収
益

第
１
項
営

業
収

益

第
２
項
営

業
外

収
益
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(第
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表
)

収
益

的
収

入
及

び
支

出

収
入

(単
位
円
)
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区
分

予
算

額

決
算
額

地
方
公
営

企
業
法
第

26
条
第
２

項
の
規
定

に
よ
る

繰
越
額

不
用
額

当
初
予
算
額
補
正
予
算
額

予
備
費

支
出
額

流
用

増
減
額

地
方
公
営

企
業
法
第

24
条
第
３

項
の
規
定

に
よ
る

支
出
額

小
計

地
方
公
営

企
業
法
第

26
条
第
２

項
の
規
定

に
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る

繰
越
額

合
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第
１
款
八
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工
業
用
水
道
事
業
費
用

第
１
項
営

業
費

用

第
２
項
営

業
外

費
用

第
３
項
予

備
費

第
２
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六
ケ
所
工
業
用
水
道
事
業
費
用

第
１
項
営

業
費

用
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２
項
営

業
外

費
用

第
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項
予

備
費

��
��
��
��
��
�

��
	�
��


�
��
�

��
	�
��

	�
��
�

��
��
��
��
��

�

��
��
��
��

��
��
��
��
��

��
�	
��
��
��

��
��

��
��
�

�
	�
�

��
��
�
�

�
	�
��
��
��
�
�


	
��
��
� �

�
��
��
��
��
�

�
��
��
��
��
�

��
��
�
� �

� � � � � � � �

�

�
��
��
��
��
�

��
��
��
��
� � �

�
��
��
��
�

��
��
��
� �

� � � � � � � �

��
��
��
��
��
�


	
��
�	
��
��
�

��

�
�	
��
��
�

��
��
��
��
��

��
��
��
��
��

��
��

�
��
��

��
��
��
��
��

��
��
��
��
�

� � � � � � � �

��
��
��
��
��
�


	
��
�	
��
��
�

��

�
�	
��
��
�

��
��
��
��
��

��
��
��
��
��

��
��

�
��
��

��
��
��
��
��

��
��
��
��
�

��
��
	�
	�
	�
	


�
��
��
��
��
�

��

�
��
��
��

 �

��
��
��
��
��

��
��
�	
��
��

��
��
��
��
�� �

� � � � � � � �

��
��
	

��
�	

��
��
	�
�	
��

��
��
�

��
��
��
��
��

��
��
	�

�
�

��
��
��
��
�

��
��
�

��
��
��
��
�

支
出

(単
位
円
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�
�

支
出

(単
位
円
)

区
分

予
算

額

決
算
額

翌
年
度
繰
越
額

不
用
額

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

流
用

増
減
額

小
計

地
方
公
営

企
業
法
第

26
条
の
規

定
に
よ
る

繰
越
額

継
続
費

逓
次

繰
越
額

合
計

地
方
公
営

企
業
法
第

26
条
の
規

定
に
よ
る

繰
越
額

継
続
費

逓
次

繰
越
額
合
計

第
１
款
八
戸
工
業
用
水
道
事
業

資
本

的
支

出

第
１
項
建
設
改
良
費

第
２
項
企
業
債
償
還
金
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� � �
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(注
)
資
本
的
収
入
額
が
資
本
的
支
出
額
に
不
足
す
る
額
10
3,
33
0,
62
8円
は
､
減
債
積
立
金
2,
79
8,
69
5円
､
建
設
改
良
積
立
金
1,
66
2,
00
0､
損
益
勘
定
留
保
資
金
98
,7
86
,8
33
円
並
び
に
消
費
税
及
び
地
方
消

費
税
資
本
的
収
支
調
整
額
83
,1
00
円
で
補
て
ん
し
ま
し
た
｡



２ 平成16年度上半期の概要

� 事業の概要

八戸工業用水道の今期の給水実績は､ 当初予定の給水量60,751,280立方メートルに対し､ 60,751,280

立方メートルとなり､ 給水予定量と同量となりました｡ これに伴い､ 給水料金収入及び予算計上給水

料金収入共に４億7,076万１千円となりました｡

六ケ所工業用水道の今期の給水実績は､ 当初予定の給水量362,340立方メートルに対し､ 362,340立

方メートルとなり､ 給水予定量と同量となりました｡ これに伴い､ 給水料金収入及び予算計上給水料

金収入共に1,712万１千円となりました｡
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(第34表)

給 水 実 績 表

(平成16年度上半期分)

八戸工業用水道

区分

月別
基本使用水量

Ａ
特定使用水量

Ｂ
超過使用水量

Ｃ
減免使用水量

Ｄ
料 金 対 象
使 用 水 量
Ａ＋Ｂ＋Ｃ－Ｄ

給 水 料 金

４ 月

５ 月

６ 月

７ 月

８ 月

９ 月

計
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六ケ所工業用水道

区分

月別
基本使用水量

Ａ
特定使用水量

Ｂ
超過使用水量

Ｃ
減免使用水量

Ｄ
料 金 対 象
使 用 水 量
Ａ＋Ｂ＋Ｃ－Ｄ

給 水 料 金

４ 月

５ 月

６ 月

７ 月

８ 月

９ 月

計
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� 経 理 の 状 況

(第35表)

予 算 収 支 表

(平成16年度上半期分)
(単位 千円)

区 分
予 算 額 収 入 額支 出 未 執 行 額

当初予算額 補正予算額 計

(収益的収入)

第１款 八戸工業用水道事業収益

第１項 営 業 収 益

第２項 営 業 外 収 益

第２款 六ケ所工業用水道事業収益

第１項 営 業 収 益

第２項 営 業 外 収 益

(収益的支出)

第１款 八戸工業用水道事業費用

第１項 営 業 費 用

第２項 営 業 外 費 用

第３項 予 備 費

第２款 六ケ所工業用水道事業費用

第１項 営 業 費 用

第２項 営 業 外 費 用

第３項 予 備 費

(資本的支出)

第１款 八 戸 工 業 用 水 道 事 業
資 本 的 支 出

第１項 建 設 改 良 費

第２項 企 業 債 償 還 金

第２款 六 ヶ 所 工 業 用 水 道 事 業
資 本 的 支 出

第１項 建 設 改 良 費
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(注) 減価償却費は､ 年間所要額の２分の１を計上しました｡
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収
入

支
出

営業収益 99.7％ 営業外収益
0.3％

■■■■■■■■営業費用 76.8％ 当期純利益
10.7％

営業外費用 12.5％

資 産

固定資産 70.6％ 流動資産 29.4％

負債 資 本

固定
負債
3.7％

■■■■■■■■■資 本 金 90.4％ 剰余金
5.9％

流動負債 0.0％

青森県工業用水道事業会計上半期損益計算書

(平成16年４月１日から同年９月30日まで)

� � � �

� � � � 	
��


� � � � � �
�		�

� � � � � �	��	�

� ����
��

��� �� 

! " � �

� � ! � ������


� � � ! � 
���

� ����
��

青森県工業用水道事業会計貸借対照表

(平成16年９月30日現在)

# $ � �

% & # $ ����
���

' ( # $ 
��
����

# $ ) � ���������

��� �� 

* + � �

% & * + 	��
�

' ( * + ���

* + ) � ������

# , � �

# , - ������


. / - 	��	��

# , ) � ��������

*+#,)� ���������
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(第36表)

企 業 債 明 細 書

(平成16年９月30日現在)
(単位 円)

種 類 発 行 総 額

償 還 高

未償還残高
前年度末償還高 当期償還高 償還高累計

借

入

資

本

金

財 務 省

公営企業金融公庫

市 中 銀 行

�������������

�������������

	��������

�
��	������

	����������

���������

�����
����

	���������

������

�����
��
��

	�����	����

��	������

����
�	����	


�������������

���������

八 戸 工 業 用
水 道 事 業 合 計 	������������ ����������� ����
����� ��������	

 �������������

財 務 省

公営企業金融公庫

�	���������

	����������

�

�

�

�

�

�

�	���������

	����������

六 ケ 所 工 業 用
水 道 事 業 合 計 �
��������� � � � �
���������

合 計 	������������ ����������� ����
����� ��������	

 	��
	��������

固

定

負

債

財 務 省 ���������� �������		
 ���	
���� �����	�	�� �������
�

八 戸 工 業 用
水 道 事 業 合 計 ���������� �������		
 ���	
���� �����	�	�� �������
�

合 計 ���������� �������		
 ���	
���� �����	�	�� �������
�

総 計 ������������� ����������� 	��������
 	���������� ����������
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